
相談するときに何を準備すればいいの？

空き家相談、調査に役立つもの

□現地の写真

スマホがあれば家の写真・建物や周辺の写真

□固定資産税納税通知書

毎年5月ごろに行政から送られてくる納付書

□契約書や重要事項説明書等

購入時の売買契約書・重要事項説明書

借地の賃貸借契約書など



どうやって
解決できるの？

空き家所有者（相談者）の疑問



どうやって解決できるの？

相談者をサポートするためのメニュー

1. 総合相談

2. 問題解決のための専門家・専門事業者の紹介

3. コンサルティング事業者の紹介

売却、リフォーム、解体

管理、家財処分、遺品整理、応急処置

耐震診断、 インスペクション

司法書士、弁護士、土地家屋調査士、税理士、行政書士

損害保険、防犯対策

総合的な調査・企画提案



売却

管理

判断

保留・待機・
準備など

売却

新築

土地活用

空き家

建物除却

建物活用

管理

売る・使う（住む・貸す）
・管理・予防

権利調整など

建物除却管理

空き家のホスピス （空き家の見守りから看取りへ）

片づけ・
応急処置

予 防

空き家を持たない
空き家にしない

空き家になっても早期に
空き家でないようにする

どうやって解決できるの？

空き家対策のフロー



住宅の活用について（用途編）

（1）住宅を住宅として活用

（2）住宅を用途変更して活用す
る場合

（3）除却して利活用する場合

住宅の活用について（手法編）

（1）自己使用

（2）使用貸借

（3）建物の賃貸借

（4）建物の所有を目的とした土地
の賃貸借

活用は、用途と手法を

組み合せた事業です！

どうやって解決できるの？

【活用】 用途と手法

どんな風に どんな方法で



住宅を住宅として活用

株式会社つばさ資産パートナーズ提供



用途変更（住宅→民泊施設）

株式会社つばさ資産パートナーズ提供



用途変更（住宅兼工場→シェアハウス）

株式会社つばさ資産パートナーズ提供



用途変更（住宅→事務所）

株式会社つばさ資産パートナーズ提供



定期借家 ～一度貸し出すと、返してもらうのが大変～

おおさかQネット「空き家利活用」「住み替え意向」に関するアンケ
ート調査結果概要（平成26年6月 大阪府 住宅まちづくり部）より

定期建物賃貸借契約

…契約で定めた期間が満了
することにより、更新され
ることなく、確定的に賃貸
借が終了する建物賃貸借契
約

４２．３％

を考えてみてはいかがでしょう！

一度貸し出すと、返してもらう
のが大変だと思うから



転貸事業 ～事業できないので、借り上げてもらう～

サブリース契約サブリース契約の原契約

（マスターリース契約）所有者
投資家
転貸人

入居者

サブリース（借り上げ）

●売りたくない

●放っておくのはもったいないし、家が傷む

●賃貸事業のトラブルは嫌

●家賃は多くなくても構わない



不動産を売却（したり賃貸）するには、共有者全員の合意が必要

売れない！

貸せない！

壊せない！

合意が得られない

できたとしても時間がかかる

共有者間で共有持分を売買
共有物分割
共有者全員の合意による売却
信託手法による一元管理

どうやって解決できるの？

共有の解消



■早く売りたい
・マイホーム特例（特別控除、軽減税率）
→ 住まなくなった日から3年目を経過する日の属する年の12月31日まで

・相続税の申告期限と取得費の特例
→ 相続開始から10ヶ月以内の現金納付
→ 相続開始から3年10ヶ月までに売ると、相続税の一部を
家の取得費に加算できる特例

・相続した空き家の譲渡所得の3,000万円の特別控除
→ 相続日から起算して3年目を経過する日の属する年の12月31日まで

かつ令和５年１２月３１日まで
・資産価値の減少

・税制上の軽減措置や控除など

■持っておきたい
・短期譲渡所得と長期譲渡所得 → 売却した年の1月1日時点で判断

・譲渡損失の損益通算

どうやって解決できるの？

【売却】空き家売却のタイミング



 大阪市子育て世帯等向け民間賃貸住宅改修促進事業

 民間戸建住宅等の耐震診断・改修補助事業

 空家利活用改修補助事業

 狭あい道路沿道老朽住宅除去促進制度

 防災空地活用型除却費補助制度

 まちかど広場整備事業

 建替建設費補助制度（集合住宅へ）

 隣接する土地を取得した戸建住宅への建替え

赤文字 重点対策地区

緑文字 対策地区、重点対策地区

どうやって解決できるの？

大阪市の補助制度









例：阿倍野区の対策地区と重点対策地区

狭あい道路沿道老朽住宅除却促進
制度などの対象エリア

（大阪市チラシを
編集して作成）

大阪市密集住宅市街地整備プログラムに基づく重点対策地区と対策地区



（1）空き家の除却と固定資産税・都市計画税

（除却すると固定資産税等が上がることがある）

（2）建築基準法との関係（再建築できないことがある）

（3）除却費と助成事業等（補助金を使えることがある）

（4）共有である場合の全員の合意

・・・ ただし、取り壊し建物の滅失登記は、共有者の一人が単独でできる。

（5）その他

どうやって解決できるの？

【除却】建物除却の注意点



http://oreca.jp

（一社）大阪府不動産コンサルティング協会

mailto:akiya@oreca.jp

http://akiya.osaka.jp/

http://akiyahiroba.jp/


